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電力の安定供給を求める意見書案について 

 

 上記の議案を舞鶴市議会会議規則第14条第１項の規定により別紙のとおり提出

します。 

 

  



（別紙） 

意第１号 

 

電力の安定供給を求める意見書(案) 

 

平成28年４月から、電気の小売業への参入が全面自由化され、家庭や商店も含む

全ての消費者が、電力会社や料金メニューを自由に選択できるようになった。この

電力小売全面自由化により、電気の小売り事業への参入者が増えることで競争が活

発化し、時間帯別料金など様々な料金メニュー・サービスが登場することが期待さ

れ、消費者のライフスタイルや価値観に合わせて、安心して自由に選択できる環境

が整備されてきたと認識している。 

しかしながら、昨年から市場で調達する電気の価格高騰などの影響を受け、新規

に参入した電気事業者の撤退が増加していることに加え、多くの新電力は、自前の

発電設備を持たず、日本卸電力取引所で電気を調達し、顧客に販売している状況に

ある。 

また、昨年から続く液化天然ガス（ＬＮＧ）の価格上昇に、ロシアによるウクラ

イナ侵攻の影響も重なり、本年４月の平均市場価格は、昨年同月の２．７倍に膨ら

んでいる。 

さらに、経済産業省においては、新電力の事業撤退などにより電力の供給先が見

つからない企業等に対し、大手電力の送配電会社が電気を供給する最終保障供給制

度に電力卸市場価格を反映する見直し案を公表し、現在の市場販売価格に比べ、割

安となっている同制度の値上げを提案しているところである。 

今後の輸入による燃料調達の程度によっては、さらに厳しい電力需給が想定され

るため、この状況を克服するためには、エネルギー政策に大きな責任を持つ国の役

割が重要であることから、早急に下記事項の実施を求める。 

 

１ 電力需給の安定的運用及び電気料金の高騰抑制対策を早急に進めること 

２ 小売電気事業者への参入基準の検証を行うこと 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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